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中小企業・小規模事業者に求められる
共通価値

本章では、中小企業・小規模事業者において対応の重要性が高まっている共通価値
（脱炭素化・GX、サーキュラーエコノミー、経済安全保障・人権尊重、BCP）に対する

中小企業・小規模事業者の取組状況等について確認する。

第1節　脱炭素化・GX

本節では、脱炭素化・GXに関して、中小企
業・小規模事業者への要請や中小企業・小規模事
業者における対応状況などについて確認する。
第1-2-1図は、企業規模別に脱炭素化の取組段

階77について見たものである。これを見ると、

「中規模企業」、「小規模事業者」共に「段階２」
以上の事業者は一定数存在するものの、「段階１」
が６割超と最も高い。また、「中規模企業」では
「小規模事業者」に比べて取組が進展しているこ
とが分かる。

第1-2-1図 脱炭素化の取組段階（企業規模別）

 

第第２２章章 中中小小企企業業・・小小規規模模事事業業者者にに求求めめらられれるる共共通通価価値値

本章では、中小企業・小規模事業者において対応の重要性が高まっている共通価値

（脱炭素化・ 、サーキュラーエコノミー、経済安全保障・人権尊重、 ）に対する

中小企業・小規模事業者の取組状況等について確認する。

 
第第１１節節 脱脱炭炭素素化化・・

本節では、脱炭素化・ に関して、中小企業・小規模事業者への要請や中小企業・

小規模事業者における対応状況などについて確認する。

第 図は、企業規模別に脱炭素化の取組段階 について見たものである。これ

を見ると、「中規模企業」、「小規模事業者」共に「段階２」以上の事業者は一定数存在

するものの、「段階１」が６割超と最も高い。また、「中規模企業」では「小規模事業

者」に比べて取組が進展していることが分かる。

＜第 図＞

 
ここでの「脱炭素化」とは、二酸化炭素をはじめとした温室効果ガスの排出量を削減、若しく

は排出量をゼロにする取組を指す。それぞれの取組段階の定義は、下記のとおり。

段階０：気候変動対応や 削減に係る取組の重要性について理解していない

段階１：気候変動対応や 削減に係る取組の重要性について理解している

段階２：事業所全体での年間 排出量（ １ ２）を把握している

段階３：事業所における主要な排出源や削減余地の大きい設備等を把握している

段階４：段階３で把握した設備等の 排出量の削減に向けて、削減対策を検討・実行している

段階５：段階１～４の取組を実施しており、かつ情報開示を行っている 

中規模企業

（ ）

小規模事業者

（ ）

段階５ 段階４ 段階３ 段階２ 段階１ 段階０

脱炭素化の取組段階（企業規模別）

資料：（株）帝国データバンク「令和６年度中小企業の経営課題と事業活動に関する調査」

 77 ここでの「脱炭素化」とは、二酸化炭素をはじめとした温室効果ガスの排出量を削減、若しくは排出量をゼロにする取組を指す。それぞれの取組段階の定義は、
下記のとおり。
段階０：気候変動対応やCO2削減に係る取組の重要性について理解していない
段階１：気候変動対応やCO2削減に係る取組の重要性について理解している
段階２：事業所全体での年間CO2排出量（Scope1,2）を把握している
段階３：事業所における主要な排出源や削減余地の大きい設備等を把握している
段階４：段階３で把握した設備等のCO2排出量の削減に向けて、削減対策を検討・実行している
段階５：段階１～４の取組を実施しており、かつ情報開示を行っている
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 78 調査間で母集団が異なるため、回答割合を一概には比較できないことに留意が必要。

第1-2-2図は、脱炭素化に向けた取組に関する
協力要請の状況について、業種別に確認したもの
である。「製造業」、「運輸業、郵便業」、「卸売業」
では「協力要請を受けた」割合が他の業種に比べ

て高い傾向にある。また、「2023年調査」にお
ける「協力要請を受けた」割合は「全体（2023
年）」で8.5％であり、「全体（2024年）」では増
加している傾向が見て取れる78。

第1-2-2図 脱炭素化に向けた協力要請状況（業種別）

 

第第８８章章 中中小小企企業業・・小小規規模模事事業業者者にに求求めめらられれるる共共通通価価値値

本章では、中小企業・小規模事業者において対応の重要性が高まっている共通価値

（脱炭素化、サーキュラーエコノミー、経済安全保障、人権尊重）に対する中小企業・

小規模事業者の取組状況等について確認する。

第 図は、脱炭素化に向けた取組に関する協力要請の状況について、業種別に

確認したものである。「製造業」、「運輸業、郵便業」、「卸売業」では「協力要請を受け

た」割合が他の業種に比べて高い傾向にある。また、「 年調査」における「協力

要請を受けた」割合は「全体（ 年）」で ％であり、「全体（ 年）」では増

加している傾向が見て取れる 。

＜第 図＞

 
調査間で母集団が異なるため、回答割合を一概には比較できないことに留意が必要。

全体（ 年）（ ）

全体（ 年）（ ）

建設業（ ）

製造業（ ）

情報通信業（ ）

運輸業、郵便業（ ）

卸売業（ ）

小売業（ ）

不動産業、物品賃貸業（ ）

学術研究、専門・技術サービス業（ ）

飲食サービス業、宿泊業（ ）

生活関連サービス業、娯楽業（ ）

医療、福祉（ ）

サービス業（他に分類されないもの）（ ）

その他（ ）

協力要請を受けた 協力要請を受けていない

脱炭素化に向けた協力要請状況（業種別）

資料：（株）帝国データバンク「令和６年度中小企業の経営課題と事業活動に関する調査」「中小企業が直面する外部環境の変
化に関する調査」
（注）「その他」は、「鉱業、採石業、砂利採取業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「教育、学習支援業」、「その他」
と回答した事業者の合計。
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第1-2-3図は、脱炭素化に向けた取組に関する
協力要請の状況について「協力要請を受けた」と
回答した事業者における、具体的な要請の内容を

見たものである。これを見ると、「省エネルギー
（使用量削減や設備更新等）」、「CO2排出量の算
定」の回答割合が比較的高い。

第1-2-3図 脱炭素化に向けた協力要請の内容

 

第 図は、脱炭素化に向けた取組に関する協力要請の状況について「協力要請

を受けた」と回答した事業者における、具体的な要請の内容を見たものである。これ

を見ると、「省エネルギー（使用量削減や設備更新等）」、「 排出量の算定」の回答

割合が比較的高い。

＜第 図＞

省エネルギー（使用量削減や設備更新等）

排出量の算定

グリーン製品（環境負荷の低い製品）仕入れへの移行

削減目標の策定

再生可能エネルギーの利用

カーボンフットプリント（ ）の算定・開示に向けた取組

グリーン分野への業態転換・事業再構築

中小企業向け 認定の取得

外部の専門人材の受入れ（取引先からの派遣を含む）

その他

脱炭素化に向けた協力要請の内容

資料：（株）帝国データバンク「令和６年度中小企業の経営課題と事業活動に関する調査」
（注）１ 脱炭素化に向けた取組に関する取引先からの協力要請状況について、「協力要請を受けた」と回答した事業者に聞い
たもの。
２ 複数回答のため、合計は必ずしも ％にならない。

（ ）
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第1-2-4図は、脱炭素化の取組段階別に、GX
の取組を進めるに当たっての問題点を見たもので
ある。これを見ると、いずれの取組段階の事業者
においても「コストに見合ったメリットがない」
や「脱炭素化・GXを推進する人材が足りない」

といった回答割合が比較的高い傾向にある。ま
た、取組段階が低い事業者では、取組段階が高い
事業者に比べて「どのように推進すればよいか分
からない」や「特にない」と回答した割合が高い
傾向にある。

第1-2-4図 GXの取組を進めるに当たっての問題点（脱炭素化の取組段階別）

 

第 図は、脱炭素化の取組段階別に、 の取組を進めるに当たっての問題点を

見たものである。これを見ると、いずれの取組段階の事業者においても「コストに見

合ったメリットがない」や「脱炭素化・ を推進する人材が足りない」といった回答

割合が比較的高い傾向にある。また、取組段階が低い事業者では、取組段階が高い事

業者に比べて「どのように推進すればよいか分からない」や「特にない」と回答した

割合が高い傾向にある。

＜第 図＞

の取組を進めるに当たっての問題点（脱炭素化の取組段階別）

資料：（株）帝国データバンク「令和６年度中小企業の経営課題と事業活動に関する調査」
（注）複数回答のため、合計は必ずしも ％にならない。

コストに見合ったメリットがない

脱炭素化・ を推進する人材が足りない

どのように推進すればよいか分からない

具体的な効果や成果が見えない

手元資金に余裕がない

経営者や従業員の意識・理解が足りない

必要な技術が足りない

どこに相談すればよいか分からない

その他

特にない

サプライチェーンの見直しが困難である

段階１ 段階２ 段階段階０ 段階 段階

0% 20% 40% 0% 20% 40% 0% 20% 40% 0% 20% 40% 0% 20% 40% 0% 20% 40%
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第1-2-5図は、支援機関及び地方公共団体にお
ける、支援先事業者からのGXに関する相談件数
の変化を見たものである。これを見ると、2023
年に比べて「増加している」と回答した割合は約

半数となっている。中小企業・小規模事業者にお
いても脱炭素化への取組の必要性が高まっている
ことに伴い、足下でこうした相談が増加している
傾向にあると考えられる。

第1-2-5図 GXに関する相談件数の変化

 

第 図は、支援機関及び地方公共団体における、支援先事業者からの に関

する相談件数の変化を見たものである。これを見ると、 年に比べて「増加してい

る」と回答した割合は約半数となっている。中小企業・小規模事業者においても脱炭

素化への取組の必要性が高まっていることに伴い、足下でこうした相談が増加してい

る傾向にあると考えられる。

＜第 図＞

（ ）

増加している 変わらない 減少している

に関する相談件数の変化

資料：（株）帝国データバンク「令和６年度中小企業支援機関の取組と課題に関する調査」
（注）１ に関する支援に「取り組んでいる」と回答した支援機関及び地方公共団体に聞いたもの。
２ に関する相談件数の 年と比べた状況について、「増加している」は「非常に増加している」、「や
や増加している」と回答した先の合計。「減少している」は「非常に減少している」、「やや減少している」と
回答した先の合計。なお、「今年（ 年）から取り組み始めた」と回答した先は除いている。
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第1-2-6図は、支援機関及び地方公共団体にお
ける、GXに関する事業者からの相談において、
最も件数が多い相談内容を見たものである。これ
を見ると、「補助金など支援策に関する情報収集」

と回答した割合が最も高く、次いで、「GXに取
り組むメリット・意義の把握」、「最初に着手すべ
き取組内容」と続いている。

第1-2-6図 GXに関する相談において、最も件数が多い相談内容

 

第 図は、支援機関及び地方公共団体における、 に関する事業者からの相談

において、最も件数が多い相談内容を見たものである。これを見ると、「補助金など支

援策に関する情報収集」と回答した割合が最も高く、次いで、「 に取り組むメリッ

ト・意義の把握」、「最初に着手すべき取組内容」と続いている。

＜第 図＞

事例 では、 への自発的な取組により、従業員の意識を高め、事業拡大を実

現した企業の事例を紹介する。

補助金など支援策に関する情報収集

に取り組むメリット・意義の把握

最初に着手すべき取組内容

排出量の算定・把握方法

を推進するための資金調達

排出量の削減方法

削減計画の策定

社外への情報開示や の方法

を推進する人材の確保

その他

に関する相談において、最も件数が多い相談内容

資料：（株）帝国データバンク「令和６年度中小企業支援機関の取組と課題に関する調査」
（注） に関する支援に「取り組んでいる」と回答した支援機関及び地方公共団体に聞いたもの。

（ ）

事例1-2-1では、GXへの自発的な取組により、
従業員の意識を高め、事業拡大を実現した企業の

事例を紹介する。
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GX への自発的な取組で、従業員の意識向上と
事業拡大を実現している企業

所 在 地 岡山県岡山市
従業員数 233名
資 本 金 1,000万円
事業内容 金属製品製造業

備前発条株式会社

▲

環境に配慮したものづくりの要請がいずれやってくると予測し、GXに向けた取組を決意
岡山県岡山市の備前発条株式会社は、1949年に農機具向けのバネ生産で創業し、現在はヘッドレストやアームレストな
どの自動車部品を中心に製造する企業である。山根教代社長は2019年に父の後を継いで社長に就任したが、直後に新型コ
ロナウイルス感染症（以下、「感染症」）の感染拡大により工場の操業停止に見舞われた。今後の経営方針について頭を抱え
る中、欧米の環境意識の高さや米国の多国籍 IT企業が脱炭素を調達基準に据えたことを知り、環境に配慮しないものづくり
では取引先や社会の要望に応えられず、将来的に仕事を失うリスクにつながるのではないかという強い危機感を覚えた。ま
た、学校でSDGsを学ぶ我が子からの「このままで地球は大丈夫か」という純粋な疑問に答えられなかったことも、環境に
配慮した取組を決意するきっかけとなった。

▲

社内で「SDGsチーム」を結成し、全社横断的にCO2削減の取組を加速
最初の取組は、2020年に受けたCO2削減ポテンシャル診断であった。社内設備のCO2排出量の削減余地が大きいことを
知り、具体的な取組に向けた準備を進めてきた。その後、2023年に社内各部署から約10人を選抜して「SDGsチーム」を設
置。SDGsやGXのために何ができるか、自分たちの考えや思いを形にすることから取り組み始め、CO2排出量を経営の目標
値に設定したことで、CO2削減の取組が加速した。優秀な専門人材の入社も後押しとなり、CO2排出量の「みえる化」は専
門人材が中心となって、スコープ１、２の排出量把握やCO2削減のロードマップ策定を実現。CO2削減に向けて自走する体
制が構築できた。また、本社・工場内の照明のLEDへの切替えや、塗装プラントの設備をより燃料効率の高いものに更新する
などの取組を行い、2023年はCO2排出量を約19t削減した。2024年は新たにCO2フリー電力の購入も行い、前年比6.9％
（約127t）の削減、売上高当たりのCO2排出量（炭素強度）は、2019年比で約34％の減少を見込む。自分たちでアイデアを
出して進める同社のGXの取組は、CO2を出さない技術開発にも発展。製品の溶接を、熱源を使わないカシメによる接合に置
き換えることで省エネを実現する新技術開発は、外部機関との連携やGo-Tech事業を活用し、実用化を目指している。

▲
GXに向けた自発的な取組は、従業員の意識向上や採用、業績にも好循環
従業員のアイデアに基づく自発的な取組でCO2削減を達成するという自己実現の積み重ねは、従業員の意識向上や、更

なる取組のアイデアが出てくる好循環につながっている。また、こうした取組を同社公式サイトや展示会出展等で積極的に
情報発信した結果、2024年には５人の採用につながったほか、既存の取引先やこれまで取引のなかった企業からの信頼が
高まって受注増加につながり、売上高は感染症の影響を受けた2020年度の26億円からV字回復し、2024年度は過去最高
の35億円を見込む。「GXの取組は、我慢や負担があっては続かない。皆が社会に役立っていると実感でき、利益につなが
るポジティブな行動が重要。引き続きロードマップに沿って段階的にCO2削減を続けながら、今後はスコープ３について
も取り組んでいきたい」と山根社長は語る。

事 例
1-2-1

山根教代社長 同社製品（ヘッドレスト） CO2削減に向けた会議
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1-2-1 中小企業の GX に向けた支援の取組

中小企業の脱炭素経営に向けた取組に対する意識は高まりつつあるものの、未だ取り組む必要性やメリットを

感じていない、具体的な取組方法が分からない、人材不足等により取組に着手することが難しい、といった事業

者も多い。そのため、日頃から接点を持つ地域の商工会議所や商工会、金融機関、地方自治体等が、中小企業に

対して、脱炭素経営に取り組む必要性やメリット、具体的な取組方法に関する情報を提供するとともに、リソー

ス制約下での脱炭素経営に向けた取組をサポートすることが重要となる。中小企業の脱炭素経営に向けた取組の

実行面をサポートするには、温室効果ガス排出量の算定、削減計画の策定・実行、削減計画を踏まえた経営計画

の策定など幅広いスキルが求められることから、地域の支援機関等が連携した支援体制を構築していく必要があ

る。ここでは、こうした支援機関が連携して中小企業のサポートに取り組む事例を紹介する。

コラム 1-2-1①図 中小企業のGX推進に向けた施策の強化

中小企業

支援機関等による支援 設備導入支援

相談

補助金や税制等
による設備投資
を支援等

減らす

ハンズオン支援

測る
エネルギー消費量の
見える化や削減のア
ドバイス
排出量の見える化診断・測定

GXの動向や必要な
取組などを紹介

窓口相談

知る

地方自治体

省エネ専門機関
（省エネ診断）

地域の金融機関
（地銀・信金等） スタートアップ等

中小機構

よろず支援拠点
商工会議所等

排出量削減計画や
設備投資計画の策
定を支援

取引先等による支援

取引先等が主導
するサプライヤー
の排出量の算定
や排出量削減を
図る取組を支援

支援機関等が連携し、各段階の課題に
対する支援を提供する体制を構築

支援策の活用プッシュ型の
情報提供

ネットワークによる
伴走型支援 取引先との連携

支援機関の人材育成

GXの動向を理解し、事業
者とGXに関する対話が可能
な知識の習得支援

取組段階に応じた支援策

コラム1-2-1①図 中小企業のGX推進に向けた施策の強化

資料：内閣官房「第９回　GX実現に向けた専門家ワーキンググループ　資料１　分野別投資戦略について」

コ ラ ム
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事例：豊田市脱炭素スクール
愛知県豊田市は、豊田商工会議所や豊田信用金庫と連携して、2050年「ゼロカーボンシティ」の実現に向けて、

事業者の自主的な脱炭素化に向けた取組の実現を支援するため、2021年から脱炭素経営のポイントや省エネ推

進・再エネ導入の実践手法を学び合う場として、「豊田市脱炭素スクール」を開校した。豊田市は事務局として全

体企画やスクール運営、参加者の募集、事業の啓発、中小企業診断士の手配等、豊田商工会議所や豊田信用金庫

は集客の協力やスクール会場の提供、企業向け支援メニューを紹介するという役割分担で、支援を行っている。

スクールのカリキュラムとしては、約１年間にわたって実施する講義を通じて脱炭素経営やCO2削減対策の基

礎知識やポイントなどを学ぶ「講義」と、自社のCO2削減効果のシミュレーションや事業計画の組立てを学ぶ

「演習」を組み合わせた内容となっており、受講者が脱炭素経営の基礎を学び、脱炭素経営のアクションプラン

シートを作成することをゴールとしている。

スクールでは、一方向で答えを教えるのではなく、過去にスクールを修了した参加企業同士の双方向のコミュ

ニケーションを通じて、互いに気付きの機会を与え、企業が自主的に脱炭素化を進めていくための支援を行って

おり、これまでに製造業、建設業、運輸業等の約40社が参加し、修了認定が授与されている。

コラム 1-2-1②図 豊田市脱炭素スクール　脱炭素経営計画の検討の流れ

脱炭素経営計画の検討の流れ

①気づきを得る

②自社の状況を
知る

③脱炭素経営の
方針を考える
（ゴール想定）

④脱炭素経営ア
クションプランの
組み立て

第1回（11月頃） 開校特別講演会
「脱炭素経営の動向と視点を知る」

第2回（12月）
・CO2排出量算定によるエネルギー消費量の見える化
・CO2削減率の目標設定について
・Scope１～3の考え方について

第3回（2月） ・省エネ・再エネの取組の検討について
・脱炭素経営を実施する企業の事例紹介

第4回（3月） ・中間発表・事例紹介

ゴールに向けたフェーズ

第5回（4月） ・豊田市や国からの施策と支援メニューの紹介
・脱炭素経営のアクションプランを組立てる
・ニーズに応じた話題提供
（省エネ取組紹介、SBTｲﾆｼｱﾁﾌﾞの紹介など）
・アクションプラン組立て要素の総おさらい
・テーマを選び、グループワークで検討を深める

第6回（5月）

第7回（6月）

第8回（7月） ・修了式
・成果発表

ゴール
社外への発信

※具体的なスクールの流れについては、豊田市脱炭素スクール冊子を
ご参照ください。 （こちらの二次元コードからアクセスできます）
※この二次元コードは外部サイトにアクセスします。

コラム1-2-1②図 豊田市脱炭素スクール 脱炭素経営計画の検討の流れ

資料：豊田市環境政策課作成
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事例：神戸地域におけるGX支援ネットワーク
兵庫県神戸地域では、兵庫県や神戸市、神戸商工会議所をはじめとする支援機関・金融機関等が、近畿経済産

業局と近畿地方環境事務所と共に、地域の中小企業のGXを推進するための体制構築を開始した。

そこでは、カーボンニュートラルの実現に向けた各取組段階（知る・測る・減らす・続ける）に対応する各機

関の施策 79の整理を行った上で、神戸市内の中小企業によるCN課題ピッチ 80とそれを踏まえた経営課題解決の糸

口を探るネットワークイベント等を実施することで、企業ニーズに対応した支援提案や支援機関同士の連携を更

に深める必要性を共有する機会となった。

本ネットワークをきっかけに、複数の支援機関による共同でのワークショップの開催や、地域の中小企業への

伴走支援を通じた支援提案等につながっており、GXの取組を進めようとする中小企業を地域で支える支援機関同

士の情報交流の活発化と、支援事例の蓄積が進んでいる。

コラム 1-2-1③図 神戸GX支援ネットワークの構築体制

産業支援センター

商工会・商工会議所

その他CNの促進に資する
サービスを提供する
団体・民間企業等

各自治体 地域内の
中堅・中小企業

協力機関

地域銀行・信用金庫・信
用組合等の地域金融機関

神戸GX支援ネットワーク 体制（イメージ）

・三井住友銀行
・みなと銀行
・信金中金神戸支店
・日本政策金融公庫神戸支店

・ひょうご環境創造協会
・こうべ環境フォーラム
・ワット神戸
・（株）みのりアソシエイツ

■地域の実態に応じたきめ細かな情報提供
■各支援機関の役割の見える化

兵庫県、神戸市

（公財）こうべ産業・就労支援財団

神戸商工会議所

（令和7年4月に（公財）神戸市産業
 振興財団より名称変更）

・（独）中小企業基盤整備機構
・近畿経済産業局
・近畿地方環境事務所

コラム1-2-1③図 神戸GX支援ネットワークの構築体制

資料：近畿経済産業局作成

 79 各支援機関等の施策の詳細については、近畿経済産業局「近畿経済産業局における　中堅・中小企業の面的GX支援プロジェクト」（p.14）を参照（https://
www.kansai.meti.go.jp/5-1shiene/mentekishien.pdf）。

 80 「CN課題ピッチ」とは、一般的なセミナー等に見られる支援機関から中小企業への一方向の情報提供ではなく、中小企業が支援機関に対して自社の課題をCN
の観点から発表し、その個別課題に対して支援機関が質問を行いながら、課題に対応し得る支援施策を提示するという双方向のピッチイベント。
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第2節　サーキュラーエコノミー（循環経済）

本節では、中小企業・小規模事業者における
サーキュラーエコノミー（循環経済）への取組状
況等について確認する。
サーキュラーエコノミー（循環経済）への対応
についても、昨今の経営環境においては重要性が
高まっている。中小企業・小規模事業者において

は、具体的な取組だけでなく、その理念や目指す
ところなどを理解することが重要といえよう。な
お、「中規模企業」と「小規模事業者」で比較す
ると、「中規模企業」の方がサーキュラーエコノ
ミーへの認知・取組が進んでいることが分かる
（第1-2-7図）。

第1-2-7図 サーキュラーエコノミーの認知・取組状況（企業規模別）

 

サーキュラーエコノミー（循環経済）への対応についても、昨今の経営環境におい

ては重要性が高まっている。中小企業・小規模事業者においては、具体的な取組だけ

でなく、その理念や目指すところなどを理解することが重要といえよう。なお、「中規

模企業」と「小規模事業者」で比較すると、「中規模企業」の方がサーキュラーエコノ

ミーへの認知・取組が進んでいることが分かる（第 図）。

＜第 図＞

全体（ ）

中規模企業（ ）

小規模事業者（ ）

概念を認知しており、実際に取り組んでいる

概念を認知しているが、取り組んでいない

概念を知らない・分からない

サーキュラーエコノミーの認知・取組状況（企業規模別）

資料：（株）帝国データバンク「令和６年度中小企業の経営課題と事業活動に関する調査」
（注）サーキュラーエコノミーへの認知・取組状況は、 年時点の状況を集計している。
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第1-2-8図は、サーキュラーエコノミーの認
知・取組状況について「概念を認知しており、実
際に取り組んでいる」と回答した事業者におけ
る、サーキュラーエコノミーの実現に向けた取組
内容を見たものである。これを見ると、「産業廃

棄物削減・リサイクル推進」と回答した割合が最
も高く、次いで「再生材や環境配慮型素材の積極
利用」、「生産ロスの削減や端材・副産物の再利
用」と続いている81。

第1-2-8図 サーキュラーエコノミーの実現に向けた取組内容

 

第 図は、サーキュラーエコノミーの認知・取組状況について「概念を認知し

ており、実際に取り組んでいる」と回答した事業者における、サーキュラーエコノミ

ーの実現に向けた取組内容を見たものである。これを見ると、「産業廃棄物削減・リサ

イクル推進」と回答した割合が最も高く、次いで「再生材や環境配慮型素材の積極利

用」、「生産ロスの削減や端材・副産物の再利用」と続いている 。

＜第 図＞

 
経済産業省産業構造審議会 イノベーション・環境分科会 資源循環経済小委員会「成長志向

型の資源自律経済戦略の実現に向けた制度見直しに関する取りまとめ」（ 年２月）では、「我

が国を含めて世界では、 による廃棄物の発生抑制を基礎としつつ、社会経済システムを従来の

『線形経済（リニアエコノミー）』から、『循環経済（サーキュラーエコノミー）』（バリューチェ

ーンのあらゆる段階で資源の効率的・循環的な利用を図りつつ、ストックを有効活用しながら、

サービス化等を通じ、付加価値の最大化を図る経済）へと転換する必要に迫られている」と指摘

している。

産業廃棄物削減・リサイクル推進

再生材や環境配慮型素材の積極利用

生産ロスの削減や端材・副産物の再利用

包装の簡素化（過剰包装の抑制）

中古品のリユースやカスケード利用

耐久性の強化（耐用年数の長期化）

製品の軽量化（使用する資源量の削減）

修理性の向上（代替部品の入手容易性向上、修理工程の簡素化…

製品の単一素材化（使用する素材の種類を抑制）

の活用等による販売ロスの削減

易解体設計の導入（部品ごとの解体が容易な設計）

その他

サーキュラーエコノミーの実現に向けた取組内容

資料：（株）帝国データバンク「令和６年度中小企業の経営課題と事業活動に関する調査」
（注） サーキュラーエコノミーへの認知・取組状況について、「概念を認知しており、実際に取り組んでいる」と回答した事業者に
聞いたもの。
複数回答のため、合計は必ずしも ％にならない。

（ ）

修理性の向上（代替部品の入手容易性向上、修理工程の簡素化等）

 81 経済産業省産業構造審議会　イノベーション・環境分科会　資源循環経済小委員会「成長志向型の資源自律経済戦略の実現に向けた制度見直しに関する取りま
とめ」（2025年２月）では、「我が国を含めて世界では、３Rによる廃棄物の発生抑制を基礎としつつ、社会経済システムを従来の『線形経済（リニアエコノ
ミー）』から、『循環経済（サーキュラーエコノミー）』（バリューチェーンのあらゆる段階で資源の効率的・循環的な利用を図りつつ、ストックを有効活用しな
がら、サービス化等を通じ、付加価値の最大化を図る経済）へと転換する必要に迫られている」と指摘している。
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第1-2-9図は、サーキュラーエコノミーの実現
に向けた取組を通して、期待する効果を見たもの
である。これを見ると、「特にない・分からない」
の回答割合が最も高く、サーキュラーエコノミー
の効果に対する認識が十分に浸透していないこと
が分かる。一方、期待する効果としては「顧客満

足度の向上」、「コストの削減」、「商品付加価値の
向上・差別化」、「知名度や企業イメージの向上」
といった回答割合が比較的高く、サーキュラーエ
コノミーに取り組むことで自社の製品・商品・
サービスの競争力強化につながることを期待する
事業者が一定数存在していることが分かる。

第1-2-9図 サーキュラーエコノミーの実現に向けた取組を通して、期待する効果

 

第 図は、サーキュラーエコノミーの実現に向けた取組を通して、期待する効

果を見たものである。これを見ると、「特にない・分からない」の回答割合が最も高

く、サーキュラーエコノミーの効果に対する認識が十分に浸透していないことが分か

る。一方、期待する効果としては「顧客満足度の向上」、「コストの削減」、「商品付加

価値の向上・差別化」、「知名度や企業イメージの向上」といった回答割合が比較的高

く、サーキュラーエコノミーに取り組むことで自社の製品・商品・サービスの競争力

強化につながることを期待する事業者が一定数存在していることが分かる。

＜第 図＞

顧客満足度の向上

コストの削減

商品付加価値の向上・差別化

知名度や企業イメージの向上

新規顧客の獲得

人材の採用・定着

地域活性化

役員・従業員のモチベーション向上

その他

特にない・分からない

サーキュラーエコノミーの実現に向けた取組を通して、期待する効果

資料：（株）帝国データバンク「令和６年度中小企業の経営課題と事業活動に関する調査」
（注）複数回答のため、合計は必ずしも ％にならない。

（ ）
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第1-2-10図は、サーキュラーエコノミーの実
現に向けた取組を進めるに当たっての問題点を見
たものである。これを見ると「コストに見合った
収益を上げられない」と回答した割合が最も高

く、次いで「具体的な効果や成果が見えない」、
「何から取り組めばよいか分からない」と続いて
いる。

第1-2-10図 サーキュラーエコノミーの実現に向けた取組を進めるに当たっての問題点

 

第 図は、サーキュラーエコノミーの実現に向けた取組を進めるに当たって

の問題点を見たものである。これを見ると「コストに見合った収益を上げられない」

と回答した割合が最も高く、次いで「具体的な効果や成果が見えない」、「何から取り

組めばよいか分からない」と続いている。

＜第 図＞

事例 では、新規事業の検討に当たってサーキュラーエコノミーの観点を取

り入れ、既存事業のノウハウをいかせる新たなビジネスモデルの構築を実現した企

業の事例を紹介する。

コストに見合った収益を上げられない

具体的な効果や成果が見えない

何から取り組めばよいか分からない

必要な技術が足りない

経営者や従業員の意識・理解が足りない

手元資金に余裕がない

取り組む必要性を感じない

どこに相談すればよいか分からない

サプライチェーンの見直しが困難である

その他

特にない

サーキュラーエコノミーの実現に向けた取組を進めるに当たっての問題点

資料：（株）帝国データバンク「令和６年度中小企業の経営課題と事業活動に関する調査」
（注）複数回答のため、合計は必ずしも ％にならない。

（ ）

事例1-2-2では、新規事業の検討に当たって
サーキュラーエコノミーの観点を取り入れ、既存

事業のノウハウをいかせる新たなビジネスモデル
の構築を実現した企業の事例を紹介する。
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古木と古民家を活用した新規事業で
サーキュラーエコノミー実現に取り組む企業

所 在 地 長野県長野市
従業員数 18名
資 本 金 3,000万円
事業内容 総合工事業

株式会社山翠舎

▲

捨てられていく木材に対しての「もったいない精神」
長野県長野市の株式会社山翠舎は、建具店として1930年に創業し、住宅や店舗などの一般建築を行う企業である。現在
は古木（古材）を活用した店舗内装の設計・施工を強みとし、古民家の移築・解体・再生事業なども手掛けている。山上浩
明社長は、幼い頃から家業である同社で木材の加工現場を目にし、木材への愛着が強かったことや、環境問題への関心が高
かったことなどから、建築現場で古い建物等が当然のように解体され、そこで使われていた良質な木材が捨てられていくこ
とに「もったいない」と問題意識を抱いていた。山上社長は2005年に同社へ入社して以降、何とかして古木を利活用する
取組と事業を両立できないかと考えビジネスモデルを模索していた。

▲

既存事業の延長線上で、古木を利活用してビジネスモデルを構築
古木は一本一本形が違うことなどから取扱いが難しい建材だが、同社ではかつて業界で先駆けて輸入古木を用いた内装施工

を手掛けており、古木に関するノウハウや施工技術が蓄積していた。山上社長はここに着目し、古民家解体の際に生じる古木
の買取り・販売を行う事業を2006年に開始した。同事業の開始当初は販路開拓に苦戦したが、既存の一般建築事業にて下請
から元請への転換を狙って設計部門を強化していたことが奏功し、単に古木を販売するだけでなく、古木を使った設計から施
工まで一貫した提案により受注を獲得できるようになった。2009年には古木を活用した店舗デザイン事業も立ち上げ、古木を
いかした空間のブランディングを強化することで、同社の技術力により古木にしか出せない付加価値を引き出し、需要を創出
する取組を進めている。「元々工務店という建築分野で技術力はあったため、その延長線上に古木の利活用を位置付け、相乗
効果を狙った事業展開が成功につながった」と山上社長は現在までの道のりを振り返る。2013年には古民家の移築再生事業も
始めるなど事業領域を徐々に拡大し、サーキュラーエコノミーの観点では「廃材を出さない」方面への事業展開も進めている。

▲

環境意識の高まりを追い風に、古木・古民家の更なる需要創出・国内外での販路拡大へ
同社の取組は古木の循環を通じて環境負荷軽減につながるサーキュラーエコノミー実現と、古民家の利活用による空き家減
少・地域活性化という社会問題解決の使命も帯びたことで注目度が上昇。2015年には長野県大町市に日本最大の古木倉庫兼工
場を開設、古木を活用した設計施工の実績は2016年に累計300件を超えた。足下では600件超と順調に拡大、年間50～60件
を手掛けるほどに成長している。同社の発展には古木・古民家の更なる需要創出が不可欠だが、持続可能性やSDGsが重視さ
れる時代が到来し、古木が生み出す空間の雰囲気の良さだけでなく、古木・古民家の再利用による環境負荷軽減の観点での引
き合いも増えているという。同社は古木・古民家を活用したまちづくりまでを提案する「古民家デベロッパー」を目指し、全
国の古民家とその古木が捨てられることなく循環する世界を構想している。「全ての古民家が解体されない世界を築きたいが壊
されるのが現実。それならば全部回収して全部再利用されるのが理想だが、国内では需要が限られる現実もあり、市場を海外
に広げることにも挑戦中。自社の事業が真似されるくらい注目され、古木の活用が進むことを願っている」と山上社長は語る。

事 例
1-2-2

山上浩明社長 古木を保管する倉庫 古木を活用した設計・施工事例
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第3節　経済安全保障・人権尊重

本節では、中小企業・小規模事業者における経
済安全保障及び企業活動における人権尊重への取
組の要請状況や実際の取組状況について確認する。
国際情勢の複雑化、社会経済構造の変化等によ
り、中小企業・小規模事業者においても企業活動
の中で経済安全保障の観点を踏まえた取組を行う
ことの重要性が高まっている。第1-2-11図は、
経済安全保障関連の要請や規制の強化を背景に、

自社の取引先（発注企業）から実際に対応を求め
られている、又は今後対応を求められる可能性が
高いと考えている取組を確認したものである。こ
れを見ると、「特にない」の割合が最も高いが、
それ以外の具体的な要請内容としては「サイバー
セキュリティ・技術情報管理強化」、「サプライ
チェーンの強靭化」の回答割合が高い。

第1-2-11図 経済安全保障に関する要請内容

 

国際情勢の複雑化、社会経済構造の変化等により、中小企業・小規模事業者におい

ても企業活動の中で経済安全保障の観点を踏まえた取組を行うことの重要性が高ま

っている。第 図は、経済安全保障関連の要請や規制の強化を背景に、自社の取

引先（発注企業）から実際に対応を求められている、又は今後対応を求められる可能

性が高いと考えている取組を確認したものである。これを見ると、「特にない」の割合

が最も高いが、それ以外の具体的な要請内容としては「サイバーセキュリティ・技術

情報管理強化」、「サプライチェーンの強靭化」の回答割合が高い。

＜第 図＞

サイバーセキュリティ・技術情報管理強化

サプライチェーンの強靭化

経済制裁による輸出入規制強化

貿易摩擦による輸出入規制強化

人権尊重を理由とする輸入規制強化

その他

特にない

経済安全保障に関する要請内容

資料：（株）帝国データバンク「令和６年度中小企業の経営課題と事業活動に関する調査」
（注） 経済安全保障関連の取組について、取引先（発注企業）から「実際に対応を求められている」又は「今後対応を求められる可能性
が高いと考えている」ものについて聞いたもの。
複数回答のため、合計は必ずしも ％にならない。

（ ）
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第1-2-12図は、経済安全保障関連の要請や規
制の強化を背景に、自ら積極的に行っている対応
を見たものである。これを見ると、「特に対応は
していない」の回答割合が最も高く、足下では、
経済安全保障関連の要請等に対応する必要性が高
い中小企業・小規模事業者は一部に限られている

といえる。実際に行われている取組としては、
「技術情報等の情報セキュリティの強化」、「自社
の事業活動への具体的な影響の把握」、「仕入れ・
調達先の新規開拓」といった取組の回答割合が上
位となっている。

第1-2-12図 経済安全保障関連の要請や規制の強化を背景に、自ら積極的に行っている対応

 

第 図は、経済安全保障関連の要請や規制の強化を背景に、自ら積極的に行

っている対応を見たものである。これを見ると、「特に対応はしていない」の回答割合

が最も高く、足下では、経済安全保障関連の要請等に対応する必要性が高い中小企業・

小規模事業者は一部に限られているといえる。実際に行われている取組としては、「技

術情報等の情報セキュリティの強化」、「自社の事業活動への具体的な影響の把握」、

「仕入れ・調達先の新規開拓」といった取組の回答割合が上位となっている。

＜第 図＞

技術情報等の情報セキュリティの強化

自社の事業活動への具体的な影響の把握

仕入れ・調達先の新規開拓

管理・保護すべき技術情報等の特定

仕入れ・調達先の切り替え

内製化・国内調達率の向上

調達在庫（原材料等）の積み増し

生産拠点の増設・移転

その他

特に対応はしていない

経済安全保障関連の要請や規制の強化を背景に、自ら積極的に行っている対応

資料：（株）帝国データバンク「令和６年度中小企業の経営課題と事業活動に関する調査」
（注）複数回答のため、合計は必ずしも ％にならない。

（ ）
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ここからは、人権尊重に関する取組等について
確認する。
第1-2-13図は、企業活動における人権尊重の
取組82について、取引先等からの具体的な働きか

けや要請の有無を見たものである。これを見る
と、約１割の中小企業・小規模事業者が取引先等
から要請を受けていることが分かる。

第1-2-13図 人権尊重に関する取組の要請有無

 

第 図は、企業活動における人権尊重の取組 について、取引先等からの具体

的な働きかけや要請の有無を見たものである。これを見ると、約１割の中小企業・小

規模事業者が取引先等から要請を受けていることが分かる。

＜第 図＞

 
年、経済産業省は「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン」

を公表した。同ガイドラインでは、人権侵害に関する様々な経営リスクを例示するとともに、中

小企業を含む全ての企業に対して、人権方針の策定や人権デュー・ディリジェンスの実施といっ

た人権尊重の取組を進めていくことを推奨している。

（ ）

人権尊重に関する取組の要請有無

受けた 受けていない

資料：（株）帝国データバンク「令和６年度中小企業の経営課題と事業活動に関する調査」

 82 2022年、経済産業省は「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン」を公表した。同ガイドラインでは、人権侵害に関する様々な経
営リスクを例示するとともに、中小企業を含む全ての企業に対して、人権方針の策定や人権デュー・ディリジェンスの実施といった人権尊重の取組を進めてい
くことを推奨している。
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第1-2-14図は、企業活動における人権尊重の
重要性に関する認識について、企業規模別に見た
ものである。これを見ると、「全体」では９割超
の事業者が「非常に重要である」又は「ある程度

重要である」と回答していることが分かる。「中
規模企業」、「小規模事業者」共に重要と認識して
いる割合が高い様子が見て取れる。

第1-2-14図 企業活動における人権尊重の重要性に関する認識（企業規模別）

 

第 図は、企業活動における人権尊重の重要性に関する認識について、企業

規模別に見たものである。これを見ると、「全体」では９割超の事業者が「非常に重要

である」又は「ある程度重要である」と回答していることが分かる。「中規模企業」、

「小規模事業者」共に重要と認識している割合が高い様子が見て取れる。

＜第 図＞

全体（ ）

中規模企業（ ）

小規模事業者（ ）

非常に重要である ある程度重要である あまり重要ではない 全く重要ではない

企業活動における⼈権尊重の重要性に関する認識（企業規模別）

資料：（株）帝国データバンク「令和６年度中小企業の経営課題と事業活動に関する調査」
（注）企業活動における人権尊重の重要性について、「分からない」と回答した事業者を除く。
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また、第1-2-15図は、企業活動における人権
尊重の重要性について「非常に重要である」又は
「ある程度重要である」と回答した事業者に対し、
「人権方針」の策定状況を確認したものである。
これを見ると、「既に策定している」割合は低い

ものの、今後策定を検討している事業者も含める
と約半数となっている。企業規模別に見ると、
「中規模企業」は「小規模事業者」に比べて取組
が進んでおり、今後の取組にも意欲的であること
が見て取れる。

第1-2-15図 人権方針の策定状況（企業規模別）

 

また、第 図は、企業活動における人権尊重の重要性について「非常に重要で

ある」又は「ある程度重要である」と回答した事業者に対し、「人権方針」の策定状況

を確認したものである。これを見ると、「既に策定している」割合は低いものの、今後

策定を検討している事業者も含めると約半数となっている。企業規模別に見ると、「中

規模企業」は「小規模事業者」に比べて取組が進んでおり、今後の取組にも意欲的で

あることが見て取れる。

＜第 図＞

第第９９章章 中中小小企企業業・・小小規規模模事事業業者者のの事事例例 
最後に、中小企業・小規模事業者における具体的な取組事例について紹介する。な

お、中小企業庁では中小企業向け補助金・総合支援サイト「ミラサポ 」において、

これまでの中小企業・小規模事業者等における優良な取組事例を多数掲載している 。

 
中小企業庁「ミラサポ 」事例ナビ（ ）

全体（ ）

中規模企業（ ）

小規模事業者（ ）

既に策定している 策定していないが、策定することを検討中 策定しておらず、今後策定することも検討していない

人権方針の策定状況（企業規模別）

資料：（株）帝国データバンク「令和６年度中小企業の経営課題と事業活動に関する調査」
（注） 企業活動における人権尊重について、「非常に重要である」、「ある程度重要である」と回答した事業者に聞いたも
の。
ここでの「人権方針」は、「人権を尊重する責任を果たす、という企業のコミットメントを示す方針」を指す。なお、「分

からない」と回答した事業者を除く。
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第1-2-16図は、人権デュー・ディリジェンス
の実施83状況を見たものである。「全体」を見る
と、既に実施している割合は高くないものの、今
後の実施を検討している事業者も含めると約半数

となっている。企業規模別に見ると、人権方針の
策定と同様に、「中規模企業」は「小規模事業者」
に比べて取組が進んでおり、今後の取組にも意欲
的であることが見て取れる。

第1-2-16図 人権デュー・ディリジェンスの実施状況（企業規模別）

 

第 図は、人権デュー・ディリジェンスの実施 状況を見たものである。「全

体」を見ると、既に実施している割合は高くないものの、今後の実施を検討している

事業者も含めると約半数となっている。企業規模別に見ると、人権方針の策定と同様

に、「中規模企業」は「小規模事業者」に比べて取組が進んでおり、今後の取組にも意

欲的であることが見て取れる。

＜第 図＞

事例 では、経済安全保障対策として輸出管理の強化に取り組み、事業基盤

を強化している企業の事例を紹介する。

事例 では、サプライチェーン上の人権侵害リスクに対処し、他社を巻き込

みながら 経営に取り組む企業の事例を紹介する。

 
ここでの「人権デュー・ディリジェンスの実施」とは、事業活動に伴う人権侵害リスクの把握・

予防・軽減策を講じることを指す。

全体（ ）

中規模企業（ ）

小規模事業者（ ）

自社及び取引先において実施している
自社のみ実施している
実施していないが、実施することを検討中
実施しておらず、今後実施することも検討していない

⼈権デュー・ディリジェンスの実施状況（企業規模別）

資料：（株）帝国データバンク「令和６年度中小企業の経営課題と事業活動に関する調査」
（注） 人権尊重について、「非常に重要である」、「ある程度重要である」と回答した事業者に聞いたもの。
「分からない」と回答した事業者は除く。

事例1-2-3では、経済安全保障対策として輸出
管理の強化に取り組み、事業基盤を強化している
企業の事例を紹介する。

事例1-2-4では、サプライチェーン上の人権侵
害リスクに対処し、他社を巻き込みながらSDGs
経営に取り組む企業の事例を紹介する。

 83 ここでの「人権デュー・ディリジェンスの実施」とは、事業活動に伴う人権侵害リスクの把握・予防・軽減策を講じることを指す。
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経済安全保障対策としての輸出管理により
事業基盤の強化に取り組む企業

所 在 地 京都府京都市
従業員数 45名
資 本 金 1,500万円
事業内容 機械器具卸売業

株式会社光響

▲

事業拡大に向けて輸出管理体制の整備が急務に
京都府京都市の株式会社光響は、レーザー・光学関連製品を取り扱う専門商社である。主力の卸売事業では、専門性の高
いレーザー・光学関連製品を海外の約300社から仕入れ、研究機関等に販売している。自社で開発・製造している製品もあ
り、ビーム径や空間強度分布を測定する「ビームプロファイラ」の輸出販売、超高精密フェムト秒レーザー加工機「femt-

pro」などを国内に向けて販売しており、日本のレーザー分野のフロントランナーともいえる企業である。現在、同社の取
扱商品における輸出管理対象は、国内に卸すため輸入した商品の返品・修理等を理由とする生産国への返送が大半であるが、
事業規模拡大に伴う返送対応の増加に加え、今後は自社製品の海外輸出も視野に入れる中で、軍事転用リスクが高いとされ
るレーザー製品を扱う同社にとって、地政学リスクの高まりに対応できる輸出管理体制の構築が求められた。さらに、同社
は2023年にTOKYO PRO Marketに上場したこともあり、「上場企業としてふさわしい管理体制の構築が必要だった」と住
村和彦代表取締役CEOは振り返る。

▲

経済産業省「中小企業等アウトリーチ事業」を活用し、輸出管理体制を整備
こうした流れの中で、2023年に大手電機メーカーから入社した吉川達彦取締役の主導で輸出管理体制の構築に取り組ん

だ。「一つ間違いを犯すと取り返しがつかないことになると認識して取組を推進した」と吉川取締役は語る。輸出管理体制
の構築に当たっては、2024年に経済産業省が国際平和及び企業の技術流出の防止を目的として実施している「中小企業等
アウトリーチ事業」を活用。アドバイザーの指導の下、輸出管理に関する内部規程を作成した。また、輸出管理の社内体制
も増強し、従来は管理部３名のみで規制対象の確認を行っていたところを、他部署も巻き込み８名にまで増員。取引先の審
査を厳格化し、輸出管理フローについては多段階承認化することでチェック機能を強化している。体制強化を契機に、日々
アップデートされる最新の輸出関連法規のモニタリングを徹底して社内に共有しているほか、従業員の法令遵守意識を高め
るための社内研修にも取り組んでいる。

▲
全社で輸出管理に対する高い意識が醸成。予測不能な世界情勢の変化に備える
一連の取組を経て、住村CEOが特に効果を感じているのは社内における輸出管理意識の高まりだという。全従業員に輸出
管理の重要性が浸透し、従来は営業部門と管理部門との間で存在していた輸出管理に対する認識のそごが解消。迅速な対応
を最重視していた営業部門においても正確な管理や手続きを前提とした取引を行うようになっている。昨今の地政学リスクの
高まりにより、特に欧米のレーザー機器メーカーではエンドユーザー管理の要求が高度化しており、社内体制・意識共に、こ
れらに対応する組織が構築された。予測不能な世界情勢の変化に危機感を高める同社は、中国製品が輸出入できなくなるリ
スクに備えて、足下では韓国や台湾から製品を確保できるよう供給網の見直しも進めている。「どのような状況にも耐え得る
体制を整えることが重要だ。レーザー機器の安定供給を実現するために今後も取組を強化していきたい」と住村CEOは語る。

事 例
1-2-3

住村和彦CEO（中央）、吉川達彦取締役（左）、
管理部阿部辰哉氏（右）

同社の取り扱うレーザー関連製品 レーザー製品の輸出前には管理担当者が入念
にチェックする
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サプライチェーン上の人権侵害リスクに対処し、
SDGs 経営に取り組む企業

所 在 地 東京都品川区
従業員数 70名
資 本 金 1,000万円
事業内容 ゴム製品製造業

雪ヶ谷化学工業株式会社

▲

自社製品の一般化を背景に、差別化可能かつ環境にも配慮した製品開発を模索
東京都品川区の雪ヶ谷化学工業株式会社は、化粧品用、医療用、産業用などのスポンジを製造する企業である。かつて国内の化

粧品用スポンジは天然ゴムを原料としていたが、ファンデーションが含む油分への耐久性が不十分で、アレルギーを引き起こすこと
もあるという課題があった。同社の主力製品である化粧品用スポンジは、原料を石油由来の合成ゴムに切り替えることでその課題を
解決した画期的な製品となり、現在では世界シェア60％に及ぶ。しかし、一般化されやすい製品特性上、常に新興国の低品質・低価
格な模倣品の脅威に直面してきたことから、2013年に就任した坂本昇社長は差別化が可能な製品開発を模索。加えて、同製品は石
油由来の合成ゴムを主原料とするため生産過程で大量のCO2を排出することから、環境に配慮した製品開発の必要性も感じていた。

▲

脱炭素化にとどまらず、人権侵害リスクに対処した製品開発と全社的なSDGsへの取組を推進
2019年、坂本社長は外部の勉強会への参加をきっかけに、SDGsに配慮した製品が今後ビジネスチャンスになるという着
想を得て、脱炭素化につながる天然ゴムを原料に混合することを考案。さらに、天然ゴムの生産現場における人権侵害リス
クを認識し、農園での児童労働・強制労働や不当な取引がないフェアトレード天然ゴムを用いることを発案した。並行して、
人権侵害リスクへの対応を含むSDGsへの取組を全社的に進めるため、2020年に勉強会やワークショップを開催。従業員の
SDGsへの理解を深めるとともに、取組への意識を高めるためのポスター制作や今後取り組むべき施策について議論を重ね
た。さらに、各部門から選抜した若手従業員を中心に「SDGsプロジェクトチーム」を組成し、具体的な取組目標の設定と
対外発信も行った。当初は従業員から取組への理解を得られなかったが、SDGsがメディアで頻繁に取り上げられ始めたこ
となどから風向きが変わり、「SDGsへの取組は慈善事業ではなく、社会課題解決への貢献と付加価値向上を両立する製造業
の本質そのもの」という経営層による意識付けも徹底して、従業員が主体的に取り組む体制を構築した。2021年には天然ゴ
ムからアレルギー物質を取り除く技術を開発して製品化に成功。原料調達に当たっては、同社のタイ工場からスタッフを派
遣してタイのゴム農園の現地調査を行い、フェアトレード天然ゴムを用いたサステナブルスポンジシリーズの発売に至った。

▲
SDGsへの主体的な取組は、社内のみならず他社を巻き込んだうねりに
サステナブルスポンジシリーズは、SDGsへの意識の高い企業に注目され、現在10社に計16製品が採用されている。また、人
権侵害リスクへの対応やSDGs経営を進めた結果、メディアへの露出が増加したことで同社の知名度が向上し、取引先との関係
強化や求人への応募数増加といった効果も表れている。さらに、従業員のモチベーションも向上して意識・行動が変容し、SDGs

への取組が加速。天然ゴムはフェアトレードの正式な国際認証がまだなかった中、プロジェクトチームを中心に同社独自で認証基
準を設定し、作成・公開した「フェアトレード天然ゴムマーク」は、現在７社の企業が賛同してマークを使用しており、他業種に
も活動が広がりつつある。「サプライチェーンの川上との関係性は日々強化されている。新たな差別化要素を加えたことによる製
品価格上昇を許容する取引先はまだ少数だが、世の中の消費行動は変わると信じて粘り強く取り組んでいく」と坂本社長は語る。

事 例
1-2-4

坂本昇社長 サステナブルスポンジ SDGsプロジェクトチームの様子
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第4節　BCP

頻発する災害等に備え、不測の事態における業
務の中断リスク低下や、短期間での復旧などのた
め、「事業継続計画」（以下、「BCP84」という。）
の策定が重要となっている。本節では、BCPに
関する状況について確認する。
第1-2-17図は、「事業継続計画（BCP）に対す

る企業の意識調査（2024年）85」を用いて、BCP
策定率の推移を企業規模別に見たものである。
「中小企業」におけるBCP策定率は上昇傾向にあ
るものの、「大企業」のBCP策定率と比較すると、
その水準には依然として差があることが分かる。

第1-2-17図 BCP策定率の推移（企業規模別）

 

第第４４節節  
頻発する災害等に備え、不測の事態における業務の中断リスク低下や、短期間での

復旧などのため、「事業継続計画」（以下、「 」という。）の策定が重要となってい

る。本節では、 に関する状況について確認する。

第 図は、「事業継続計画（ ）に対する企業の意識調査（ 年） 」を用

いて、 策定率の推移を企業規模別に見たものである。「中小企業」における 策

定率は上昇傾向にあるものの、「大企業」の 策定率と比較すると、その水準には

依然として差があることが分かる。

＜第 図＞

 
のことを指す。

（株）帝国データバンクが 年５月、全国 社の企業を対象に実施したアンケート調

査【有効回答数： 社（大企業 社、中小企業 社）、回収率： ％】。

大企業 中小企業

資料：（株）帝国データバンク「事業継続計画（ ）に対する企業の意識調査（ 年）」
（注）企業規模区分は、原則として中小企業基本法に準拠している。加えて、全国売上高ランキング（ 産業分
類別）に基づき、以下の分類を行っている。
・中小企業基本法で小規模企業者を除く中小企業者に分類される企業の中で、業種別の全国売上高ランキングが上
位３％の企業を「大企業」として区分。
・中小企業基本法で中小企業者に分類されない企業の中で、業種別の全国売上高ランキングが下位 の企業を
「中小企業」として区分。

策定率の推移（企業規模別）

年

 84 Business Continuity Planのことを指す。
 85 （株）帝国データバンクが2024年５月、全国27,104社の企業を対象に実施したアンケート調査【有効回答数：11,410社（大企業1,802社、中小企業9,608社）、

回収率：42.1％】。
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第1-2-18図は、BCP策定率を地域別に見たも
のである。地域ごとの策定率に若干の差があり、

BCP策定の必要性等に地域差が存在している可
能性がある。

第1-2-18図 BCP策定率（地域別）

 

第 図は、 策定率を地域別に見たものである。地域ごとの策定率に若干の

差があり、 策定の必要性等に地域差が存在している可能性がある。

＜第 図＞

全体（ ）

北海道（ ）

東北（ ）

北関東（ ）

南関東（ ）

北陸（ ）

東海（ ）

近畿（ ）

中国（ ）

四国（ ）

九州（ ）

資料：（株）帝国データバンク「事業継続計画（ ）に対する企業の意識調査（ 年）」再編加工

策定率（地域別）
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第1-2-19図は、事業中断リスクに備えた実施・
検討内容について見たものである。これを見ると、
「中小企業」では「従業員の安否確認手段の整備」
と回答した割合が最も高く、次いで「情報システ
ムのバックアップ」、「緊急時の指揮・命令系統の

構築」と続いている。また、「中小企業」と「う
ち小規模事業者」を比較すると、「事業中断時の
資金計画策定」を除いた全ての項目について、
「中小企業」の方が高い回答割合となっている。

第1-2-19図 事業中断リスクに備えた実施・検討内容（企業規模別）

 

第 図は、事業中断リスクに備えた実施・検討内容について見たものである。

これを見ると、「中小企業」では「従業員の安否確認手段の整備」と回答した割合が最

も高く、次いで「情報システムのバックアップ」、「緊急時の指揮・命令系統の構築」

と続いている。また、「中小企業」と「うち小規模事業者」を比較すると、「事業中断

時の資金計画策定」を除いた全ての項目について、「中小企業」の方が高い回答割合と

なっている。

＜第 図＞

従業員の安否確認手段の整備

情報システムのバックアップ

緊急時の指揮・命令系統の構築

災害保険への加入

事業所の安全性確保（建物の耐震補強、

設備の転倒・落下対策など）

調達先・仕入先の分散

多様な働き方の制度化（テレワーク、

時差出勤、サテライトオフィスなど）

生産・物流拠点の分散

代替生産先・仕入先・業務委託先・販売場所の確保

事業中断時の資金計画策定
中小企業（ ）

うち小規模事業者（ ）

資料：（株）帝国データバンク「事業継続計画（ ）に対する企業の意識調査（ 年）」再編加工
（注） 企業規模区分は、原則として中小企業基本法に準拠している。加えて、全国売上高ランキング（ 産業分類別）に
基づき、以下の分類を行っている。
・中小企業基本法で小規模企業者を除く中小企業者に分類される企業の中で、業種別の全国売上高ランキングが上位３％の企
業を「大企業」として区分。
・中小企業基本法で中小企業者に分類されない企業の中で、業種別の全国売上高ランキングが下位 の企業を「中小企
業」として区分。

の策定状況について、「策定している」、「現在、策定中」、「策定を検討している」と回答した企業に聞いたもの。
「中小企業」の上位 項目を表示している。
複数回答のため、合計は必ずしも にならない。

事業中断リスクに備えた実施・検討内容（企業規模別）
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第1-2-20図は、BCPを策定していない理由に
ついて見たものである。これを見ると、「策定に
必要なスキル・ノウハウがない」、「策定する人材
を確保できない」といったリソース不足に関する

回答割合が比較的高いことが分かる。また、「う
ち小規模事業者」では、「必要性を感じない」と
回答した割合が「中小企業」に比べて特に高いこ
とも見て取れる。

第1-2-20図 BCPを策定していない理由（企業規模別）

 

第 図は、 を策定していない理由について見たものである。これを見る

と、「策定に必要なスキル・ノウハウがない」、「策定する人材を確保できない」とい

ったリソース不足に関する回答割合が比較的高いことが分かる。また、「うち小規模

事業者」では、「必要性を感じない」と回答した割合が「中小企業」に比べて特に高

いことも見て取れる。

＜第 図＞

事例 では、 策定の取組を、災害対策だけでなく、顧客の信頼獲得や、コ

スト削減、生産効率向上、人材確保など平時の事業強化にもつなげている企業の事

例を紹介する。

その他

策定に際してコンサルティング企業等の相談窓口が分からない

策定に際して公的機関の相談窓口が分からない

ガイドライン等に自組織の業種に即した例示がない

策定する費用を確保できない

リスクの具体的な想定が難しい

必要性を感じない

書類作りでおわってしまい、実践的に使える計画にすることが難しい

自社のみ策定しても効果が期待できない

策定する時間を確保できない

策定する人材を確保できない

策定に必要なスキル・ノウハウがない

を策定していない理由（企業規模別）

中小企業（ ）
うち小規模事業者（ ）

資料：（株）帝国データバンク「事業継続計画（ ）に対する企業の意識調査（ 年）」再編加工
（注） 企業規模区分は、原則として中小企業基本法に準拠している。加えて、全国売上高ランキング（ 産業分類別）に
基づき、以下の分類を行っている。
・中小企業基本法で小規模企業者を除く中小企業者に分類される企業の中で、業種別の全国売上高ランキングが上位３％の企
業を「大企業」として区分。
・中小企業基本法で中小企業者に分類されない企業の中で、業種別の全国売上高ランキングが下位 の企業を「中小企業」
として区分。

の策定状況について、「策定していない」と回答した企業に聞いたもの。
複数回答のため、合計は必ずしも にならない。

事例1-2-5では、BCP策定の取組を、災害対
策だけでなく、顧客の信頼獲得や、コスト削減、

生産効率向上、人材確保など平時の事業強化にも
つなげている企業の事例を紹介する。
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BCP 策定の取組を、災害対策だけでなく
平時の事業強化にもつなげている企業

所 在 地 山形県真室川町
従業員数 86名
資 本 金 4,000万円
事業内容 その他の製造業

アイ・エム・マムロ株式会社

▲

水害・雪害への対応が喫緊の課題に
山形県真室川町のアイ・エム・マムロ株式会社は、大手メーカーの高級腕時計の組立てや、工作機械やロボットの可動部
分に使われるリニアモーションガイドという部品の組立てなどを行う企業である。本社を置く真室川町は山形県北部に位置
し、最上川水系の一級河川が横断している地域だ。河川の氾濫や土砂崩れなど水害が起こりやすく、通勤経路によっては従
業員の身に危険が及んだり、出社できなくなったりするリスクを抱えている。また、冬には積雪の深さが1.5mにもなる地
域で雪害による停電が多く、工場が停止するリスクも高い。そのため、災害対策は同社にとって長年の課題であった。こう
した状況の中、2018年に真室川町を含む最上地域一帯で豪雨による水害が発生。幸いにも同社の事業への影響はなかった
が、従業員とその家族の安全を確保するため、事前対策の必要性をより強く認識した。また、この出来事は、同社の髙橋智
之社長が10歳のときに集中豪雨で被災して自衛隊に救助された経験と重なり、災害対策を喫緊の課題と捉えるに至った。

▲

BCPセミナーで得た着想を基に、事業継続力強化計画とBCPを策定
同社の災害対策に向けた取組の第一歩は、2008年のBCPセミナーへの参加であった。髙橋社長はそこで、災害時の復旧には

自社の事業に優先順位を付け、何を残して何を切り捨てるかの判断が必要という着想を得た。また、そのセミナーの講師を自社
に招き、納品ルートや仕入先の代替策、最小限の人員体制などについて、数回にわたるブレインストーミングも行った。それら
の発想を蓄積していた中、2018年の水害をきっかけに災害対策を強化し、2019年に災害時の安全対策や復旧に関する事業継続
力強化計画を策定した。さらに、災害時だけでなく平時の事業継続も見据えたBCPの策定にも着手。セミナーで得た着想を基
に「自社にしかできない事業か」という観点で事業や製造工程などを見直し、他社で代替可能なことは切り捨てる判断も明確に
した。また、計画策定を通じて認識した課題に対しては、従業員の安否確認システムや停電対策の非常用自家発電機を導入した
ほか、納品ルートの状況を常に把握できるように通信型ドライブレコーダーを納品車に設置するなどハード面の強化を進めた。

▲
BCP策定が顧客の信頼獲得や、コスト削減・生産効率向上、人材確保につながる
事業継続力強化計画とBCPを策定し、そこで認識した課題に対策する一連の取組は、顧客からの信頼獲得につながり、

取引継続や新規顧客の開拓に寄与した。また、BCP策定を通じて、日頃から代替となる仕入先・外注先を検討したことや、
最小限の人員体制で運営できるように製造工程を見直したことは、平時でもコスト削減につながったほか、少人数・短時間
での製造が可能となり生産効率向上も実現した。同社の近隣地域では、若者が都心部へ流出してしまう傾向が続いているが、
BCP関連の取組や災害対策の徹底は従業員の心理的安全性を担保し、人材確保の一助にもなっている。「今後の事業継続を
見据えて、働く場所や人材を確保する観点から、新事業進出や拠点分散も検討している。通勤や納品のルートを維持するた
めの高規格道路の整備など、自社だけでは対応困難なインフラ面については、行政にも働きかけながら事業継続力を更に高
めていきたい」と髙橋社長は語る。

事 例
1-2-5

髙橋智之社長 製品の組立て工程の様子 導入した
非常用自家発電機
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